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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協 
会 (JBMIA)Z 財団法人 日本規格協会 (JSA) か ら 団体 規格 (JBMS-73) を 元に 作成 し た 工業 標準 原案 を 具 して 日 
本 工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 制定した 曰 
本 工業規格 である。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 を もたない。 
JiS X 8341-5 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 
附属 書 1 (規定） 基本 機能 及び 操作 範囲 
附属 書 2 (参考） 拡張 機能 及び 操作 範囲 
JIS X 8341 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 



JISX 8341-1 


第 1 部 ： 


： 共通 指針 


JISX 8341-2 


第 2 部 ： 


： 情報 処通 装置 


JISX 8341-3 


第 3 咅 15 ： 


： ウェブ コンテ 


JISX 8341-4 


第 4 部 ： 


： 電気 通信 機器 


JISX 8341-5 


第 5 部 ： 


： 事務機器 
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高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 - 

情報通信 における 機器， ソフトウェア 及び 

サービス 一 第 5 部： 事務機器 

Guidelines for older persons and persons with disabilities — 
Information and communications equipment, software and services — 

Part 5: Office equipment 

序文 情報 社会の 発展と ともに， すべての 人 は， ますます 情報通信 機器， ソフトウェア 及び インター ネッ 
ト に 代表され るよう な 情報通信 技術に よって 実現され る サービス を 利用す るよう になる。 この 規格 は， 主 
に 高齢者， 障害の ある 人々 及び 一時的な 障害の ある 人々 力、 事務機器 を 利用す る 際の 情報 ァク セシ ビリテ 
ィ を 向上させる ための 指針と して 作成した ものである。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 主に 高齢者， 障害の ある 人々 及び 一時的な 障害の ある 人々 （以下， 高齢者. 
障害者と いう。） が, 事務機器 を 利用す る 場合の 情報 ァクセ シビリ ティ を 高める ために， 事務機器 に関して 
企画' 開発 • 設計す る と きの 指針と して 配慮すべき 事項に ついて 規定す る。 

備考 この 規格で， 事務機器と は， オフィス 用の 複写機， 複合 機 及び ページ プリンタ をい う。 複合 機 

と は， JISX6910 の 定義に よる。 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JISX6910 事務機器— 複写機 • 複合 機の 仕様書 様式 及び その 関連 試験 方法 

JISX 8341-1 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 における 機器， ソフ トウ ヱァ 及び サービス 一 
第 1 部： 共通 指針 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 丄 IS X 8341-1 及び JISX 6910 による。 

4. 一般的 原則 

4.1 基本 方針 情報 ァクセ シビリ ティ を 確保 • 向 上させる ために， 事務機器が 守らなければ ならない 基 
本 方針 は， 次に よる。 

a) 事務機器 を 企画 • 開発 • 設計す ると き に， 高齢者 • 障害者が 利用で き るよう に 配慮す る。 

b) 事務機器の 企画 • 開発 • 設計 段階で， 利用者の 要求 事項 を 考慮 するとと もに， 情報 ァクセ シビリ ティ 
の 評価 を 行い， 製品への フィードバックに 努める。 

C) 提供す る 情報 ァ クセシ ビ リ ティ にか かわ' る 安全性 を 確保す る 。 
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d) 情報 ァ クセシ ピリ ティ 機能 を 付加した 場合で も， 利用して レ 、た 機能 を 停止 させな レ 、。 

4.2 基本的 要件 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ を 確保' 向上させる ため， 配慮し なければ ならない 
利用者の 身体 的 機能に 関する 基本的な 要件 は， 次に よる （JISX 8341-1 の 3.2 参照）。 ただし， 各項 目 は， 
他の 項目と は 独立に 扱う ことができる。 

備考 1. 要件 を 満たす ための 機能に は， 共通 機能 及び 代替 機能の 2 形態が ある。 

a) 共通 機能 （com 觸 n ftmctions) 様々 な 利用者 カ洪 通に 用いる 機能。 

b) 代替 機能 （alternative functions) 特定の 機能 を 代替す る 機能。 例えば， 表示の 代わりに 
音声 を 用いる 機能な ど。 

2. 機能の 提供 方法に は， 本体 組 込み 又は オプションが ある。 

a) 視覚に よる 情報 入手が 困難な 状態で あっても 操作 又は 利用で きる。 

備考 視覚 障害， 色覚 障害， 加齢に よる 視力 低下な どのた めに， 操作 部， キー， スィッチ などの 位置 
及び 機能 を 把握す る ことが 困難な 場合が あるので， 視覚に 頼れない 利用者に は， 代替 手段 を設 
ける。 

例 1. 機器の 動作 状態 又は エラー を 利用者へ 報知す る 場合に は， 視覚 情報 だけでなく 聴覚 的 手段 を 併 
用す る。 

例 2. テンキーの "5" キーに 突起 を 設ける [JIS soon の 4.1b) による。]。 

例 3. 操作に 重要な スタート キー， ストップ キーな ど は， 触覚で 識別で きる ように 形状 を 変える。 

例 4. 操作 取っ手 部 及び 操作 ガイ ドに 触覚 的 記号 （凹凸 形状な ど） を 設ける。 

例 5. 電源 キーな ど 重要な キーが， 誤って 押されな いような 工夫 （壁 やへ こみな ど） を 設ける。 

例 6. 原稿 台 ガラス 面に 原稿 を セットす る 場合に は， 手探りで も セットで きる ように 原稿 セット 位置 

に 突 当て 式の コーナー 基準 を 設ける。 
例 7. 自動 原稿 送り 装置の 原稿 ト レイに おける 原稿の 積載 上限， 及び 給 紙 カセット • 給紙ト レイに お 

ける 用紙の 積載 上限 を 示す 線 は， 視覚に 加えて， 触覚で も 把握で きる ようにす る。 
例 8. キー 操作の フィードバック は， 入力 音， 無効 音， 基点 音な どの 報知 音 を 用いる。 
例 9. トグル キ一 は， 基点の 位置で 基点 音 を 鳴らす。 
例 10. 弱視の 利用者で も 見やす いように， 画面 表示の 白黒 反転が できる。 
例 11. 画面 情報 を 拡大 表示で きる 機能 を 設ける。 
例 12. 同じ 場所で 色 だけが 変わる 表示 は， 用いない。 
例 13. 音声 認識 又は 音声 ガイ ドを 利用して 操作で きる。 

b) 聴覚に よ る 情報 入手が 困難な 状態で あっても 操作 又は 利用で き る。 

備考 情報が 音声 だけで 告知され ている 場合に は， 聴覚 障害， 騒音 環境 及び 音 を 出力で きない 利用 環 
境に おいて， その 内容 を 把握で きない ことがあ るので， 聴覚に 頼れない 利用者に は， 代替 手段 
を 設ける。 

例 1. 機器の 動作 状態， エラ一 を 利用者へ 報知す る 場合に は， 聴覚 情報 だけでなく 画面 表示な どの 視 
覚的 手段 を 併用す る。 

例 2. ファクシミリ 機能での 受信， 用紙 切れ， 紙 詰り 発生な ど を 聴覚 情報 だけでなく 表示灯の 点灯. 
点滅， 画面 表示な どの 視覚 的 情報に よって 告知す る。 
C) 発話 （音声言語） が函 難で あっても 操作 又は 利用で きる。 

音声に よる fi な 報 利用 及び 操作 を 主な 機能と して 提供す る 場合 は， 音声に 頼らない 代替 手段で も 操作 
できる ようにす る。 
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例 音声 認識に よって 操作す る 機器 は， キー入力 による 操作が できる。 

d) 体格に かかわらず 操作 又は 利用で きる。 

例 1. 表示 部 は， 身長 差が あっても 視認 可能な 位置に 設け， 更に 操作 部 は， キーな どの 入力 操作が で 
きる 位置に 設ける。 

例 2. 操作 部 は， 位置 及び 角度 を 利用者に 合わせて 変更で きる。 例えば， 操作 パネルに 角度 可変 機構 
を 設ける。 

例 3. 事務機器の 主要な 操作 部 は， できるだけ 多くの 利用者が 操作 可能な 位置に 設ける。 

例 4. 事務機器の 排紙 ト レイから 用紙 を 取り出す 場合に は， 体格に よらず 容易に 取り出す こ とがで き 

ft る。 

e) 筋力 又は 制御 能力が 低 くても， 操作 又は 利用で き る。 

事務機器の 機械的な 操作 部 は， 過大な 力 又は 微妙な 操作 を 必要と せず 容易に 操作で き るよう にす る。 
備考 取っ手 形状 及び 大きさに よって， 必要と される 力が 変わって くるた め， 操作 部位の 形状， 大き 

さ 及 び 必要 な 力 を 総合的 に 考慮す る。 
例 1. 操作 部 は， 強く つかむ， つまむ 又は 手首 を ひねる 動作 を 必要と する 操作 を 避ける。 
例 2. 給紙ト レイ 及び 自動 原稿 送り 装置 は， ばね， てこ， 電動な ど を 利用して 開閉の 操作 力量 を 軽減 
できる。 

例 3. 用紙 ガイ ド 合わせ 又は 原稿 ガイ ド 合わせが 必要な 場合に は， 力が 弱 く て も 制御 能力が 低 く て も 
ガイ ドを 用紙 又は 原稿に 合わせる こ とがで き る。 

f) 下肢が 不自由な 状態で あっても 操作 又は 利用で きる。 

例 1. 手， 足， 指， 又は 義肢の 限定され た 動きだけ でも 操作 又は 利用で きる。 

例 2. 利用者 は， しゃがむ 動作 をす る ことなく 操作で きる。 

例 3. 体 を 支え る こと がで きる よ う な 取っ手 を 機器に 設ける。 

例 4. 操作 部 は， 松葉 づぇ （杖） などの 利用 を 配慮して， 片手で 操作で きる。 

例 5. 機器の 操作 は， 操作 パネル 以外に， リモートコントロール 装置から も 指示が できる。 

g) 車い す を 利用 す る 状態で あっても 操作 又 は 利用 できる。 

備考 車い す を 使用す る 利用者 は， 座 位 姿勢で 操作す るた め， 事務機器の 表示 部 は， 視認 可能な 位置 

に 設け， 手が 届く 位置に 操作 部 を 設ける。 又は， 代替 手段 を 設ける。 
例 1. 本体 前端に 位置す るよう に 操作 パネル を 設ける。 
例 2. 操作 パネル は， 利用者に 合わせて 角度 を 変える ことができる。 

例 3. 車い す 利用者の ために 操作 部 及び スキャナ 部 を 用紙 出力 （印刷） 部から 分離して 机上に 設置す 

る。 

例 4. 机の 上に おいて 使用され る 事務機器 は， 床上 700 mm の 机に 置かれた 状態で， 視認 可能で 手の 

届く 範囲に 操作 部 を 設ける。 
例 5. 床 置き 形 （フロア タイプ） の 事務機器 は， 少なくとも 床上 380 mm 以上のと ころに 給紙ト レイ 

又は 一つ 以上の 給 紙 カセッ トを 設ける。 
例 6. 利用者 は， 車い すから 自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 カバー を 開閉で きる。 自動 原稿 送り 装置 は， 

任意の 角度で 停止 （フ リ 一ス ト ッ プ） できる。 
例 7. 車い す を 横 づけで 操作す る 場合に は， 片手で 操作で きる ようにし， 両手に よる 同時 複合 操作 を 

させない。 

例 8. 機器の 操作 は， 本体の 操作 パネル 以外に， リモートコントロール 装置から も 指示が できる。 
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例 9. 自動 原稿 送り 装置の ト レイ など は， 透明 色に して 原稿が 見える。 

h) 任意の 片手で 操作 又は 利用で きる。 

備考 利用者 は， 両手 操作 を 必要と せずに 片手 だけで も 操作で きる。 片手で 物 を 支えながら 別の 手で 

レバー を 操作す るな ど， 両手での 作業 を 前提と した 設計 をし ない。 
例 1. 操作 部 は， 左右の どちらの 手で も 操作で きる。 
例 1. 複数 キーの 同時 押 しによ る 入力 方法 を用レ 、ない。 

例 3. 利用者が， 片手で 原稿 台 ガラスへ 原稿の セットが できる ように， 自動 原稿 送り 装置 を 任意の 位 

置で 停止 （フリース トツ プ） でき る。 
例 4. 用紙 ガイ ド 及び 原稿 ガイ ドは， 片手で 容易に セッ ト できる。 

i) 手， 足， 指， 又は 義肢の 限定され た 動きだけ でも 操作 又は 利用で きる。 

備考 筋力 低下， 麻 ひ （痺 )， 手の 震え， 不随意運動， 加齢に よる 筋力 低下な どのた めに， 操作 ボタン， 
キー， スィッチ など を 正確に 押す ことが 難しい 場合に は， 同時 複合 操作 を 必要と せず， 片手で 
操作で きる。 

例 1. 操作 部 は， 強く つかむ， つまむ 又は 手首 を ひねる 動作 を 必要と させない。 
例 2. 主 操作 キー は， できるだけ 大きく し， キー 表面 は， 凹形 状と する。 
例 3. スタート キーに は， 誤 操作 防止の ために キー ガード を 設ける。 
例 4. 夕 ツチ パネル 操作 部の 入力 部 は， 義手な どで も 操作 可能な 感知 方式 を 用いる。 
例 5. 操作 部位の 周辺に は， こぶしが 入る 程度の 空間 を 設ける。 
4.3 推奨 要件 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ を 確保 '向上させる ために 推奨す る 要件 は， 次に よる。 

a) 認知 又は 記憶 能力への 過度な 負荷 を かけないで 操作 又は 利用で き る。 
参考 JISS0024 の 附属 書 1 (参考） 参照。 

b) 文化の 差異 又は 言語の 違いが あっても， 操作 又は 利用で きる。 

例 操作 部の 言語 は， 利用者に 合わせた 言語 を 用いる ことができる。 
C) 初めて 操作 又は 利用す る 人に とっても， 操作 又は 利用で きる。 

備考 事務機器の 利用に 学習 を 必要と する 利用者 を 限定す る 機器に は， 適用し ない。 
例 1. 音声 ガイドに 従って 操作で きる。 

例 2. 事務機器の 基本 機能 を 利用す る 場合に は， マニュアル を 見なくても 直感的に 操作で きる。 
5. 操作に 関する 要件 

5.1 アクセス 可能な 機能 • 仕様の 適用 範囲 事務機器の 基本 機能 は， この 規格で 規定す る 情報 ァク セシ 

ピリ ティ を 実現し なければ ならない。 その他の 拡張 機能 は， 推奨 範匪 I とする。 

複合 機の 機能 は， 複写， ファクシミリ， プリント， スキャナ などで あり， それぞれの 操作 範囲と して 次 
の 項目 を 規定す る。 

a) 基本 機能 及び 操作 範囲 附属 書 1 ( 規定) に 示す。 

b) 拡張 機能 及び 操作 範 111 附属 書 2 (参考） に 示す。 

5.2 同等の 情報 ァクセ シビリ ティ 機能 要件 この 規格が 規定す る 仕様 • 機能 • 技術と 実質的に 同等 又は 
そ れ 以上に 高齢者 • 障害者に 対し 情報 ァ クセシ ピリ ティ 力 环« 保 • 向上で き る も ので あれば， こ の 規格が 規 
定 しない 仕様 • 機能 • 技術の 使用 を 妨げない。 

例 1. 視覚に 頼れない 利用者 は， 事務機器の 液晶 タツ チパ ネルから 入力す る こと は 難しい カズ， 操作 パ 
ネル を 使わず 音声 認識 技術 を 用いて 声で 入力し， 操作で きる。 
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例 2. 情報 ァ クセシ ピリ ティ 機能 を もつ パーソナルコンピュータ な どの 他の 情報機器 を 接続す る こと 
によって， 複合 機 及び プリ ン 夕の 情報 ァクセ シビリ ティ を 向上させる ことができる。 
5.3 操作に 関し 配慮すべき 要件 情報 ァクセ シビリ ティ 開発 者 は， アクセス 可能な， 事務機器 を 企画- 
開発 • 設計す ると き は， 利用者が 意図した タスク （仕事， 作業， 課題な ど） が 達成で きる ように， 次の 作 
業 要件 を 考慮 し な ければ な ら ない。 

タスクの 詳細に 関して は， 附属 書 1 (規定） 及び 附属 書 2 (参考） に 示す。 
なお， 作業 要件に かかわる 操作の 概要 を 次に 示す。 

a) 機器への 接近 机 又は 床へ 設置され た 事務機器 を 操作 するとき は， 妨げる ものが なく 容易に アクセス 
できる。 

b) 操作 手順 事務機器 は， 利用者の 特性に 合わせた 操作 可能な ユーザー イン 夕 フェース を 備える。 
C) 操作の 開始 • 終了 事務機器の 使用 開始 及び 終了 は， 利用者 自身に よって 操作で きる。 

ただし， ファクシミリ などで は， 常時 通電し 電源 管理 を 行わない 場合 も ある。 

d) 入力 • 設定 操作の 確認 事務機器の 操作 は， 視覚， 聴覚， 触覚な どの 複数の 感覚 を 用いて 確認 可能な 

機能 を 備える。 

e) 操作の一 貫 性 利用者の 思考 過程 及び 行動 特性 を 考慮して， 操作 手順 は， 分かりやすく 一貫性 を もた 
せる。 

表示 • 出力の 調節 画面 表示 及び 音声 出力の 調節 機能が ある 場合に は， 利用者の 特性に 合わせて 調節 
がで きる。 

g) 操作の 時間 制限 事務機器の 操作で， 一定の 時間 内に 利用者からの 入力 を 必要と する 場合に は， 制限 
時間 の 調節 の 可否 及 び 制 限 時間 を 事前 に 告知す る。 

h) 誤 操作の 防止 身体 機能の 程度に よらず， 誤 操作し ないように 配慮す る。 

i) 初期 状態への 復帰 誤 操作した 場合に は， 操作の 途中で も， 簡単な 操作で 初期 状態に 戻る ことができ 

る。 

j) 異常 時の 操作 事務 13; 器に 異常が 発生した 場合に は， 利用者 自身に よって できるかぎり 操作 可能な 状 
態に 復帰で きる。 又は， 床 置き 形 複写機な どで サービス マン コールが 必要な 場合に は， その 状態 を 利 
用 者に 知らせる ことができる。 

5.4 操作 表示 部に 関する 要件 

a) 表示に 関する 要件 表示に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 操作 部に 文字 を 印刷す る 場合に は， 適切な 大き さ の 文字 及び 適切な コントラスト を 用いな ければ な 

ら ない。 

― 文字の 大きさ は， 高さ 5mm 以上が 望ましい。 
一 コントラスト は， 4 対 1 以上が 望ましい。 

2) 画面 表示 装置に は， 文字の 拡大， コントラスト 調整な どの 付加 機能が ある ことが 望ましい。 

3) 色情 報 を 用 レ ^ る 場合に は， 色 だ け によ る 情報 提示 を 行わ な レ \ 

例 1. 色 だけによ る 選択 手段 を 用いない。 又は， 文字な ど を 併用す る。 

例 2. 状態 表示の 情報 を 表示灯の 点灯， 消灯， 点滅 及び 図 記号に よって 補完す る。 

4) 操作 部に 色 を 用いる 場合に は， 色覚 障害に 配慮した 適切な 配色 を 行い， 容易に 識別で きる ようにし 
なければ ならない。 

5) 表示 部 は， 輝度 及び 配色の 調整が 可能な 場合に は， 利用者が 広範な コントラスト 及び 色 を 選択で き 
なければ ならない。 
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6) 車い すの ような 座 位 姿勢 か ら の 視認性 を 確保し なければ ならない。 
例 視認 可能な 表示 部の 位置 又は 視野 角 を 確保す る。 

7) 点滅 表示 を 用いる 場合に は， 光 感受性 発作 を 誘発し ない 点滅 周波数 を 用いなければ ならない。 
参考 1. 米国 法で は， 製品 は， 画面の ちらつきが 発生し ないように， 2 Hz を 超え 55 Hz 未満の 周波 

数 帯 を 用いて はならない と 書かれて レ ュ る [Section 508 Electronic and Information Technology 
Accessibility Standards (米国 リハビ リ テーシ ョ ン法第 508 条） （CFR Part 11 94). 25 (i) 参照]。 
参考 2. 光の 明滅に よって 光 感受性 発作 （光源 性 てんかん） を 誘発す る ことがある。 20 Hz の 時間 周 
波 数に ピークが あり， 特に 赤と 青と を 交互に 点滅す る こ と は， 光 感受性 発作 を 誘発し やすい。 
利用者の 安全性に 関する ことで あるので 最大限の 配慮が 必要で あると 書かれて いる （JIS X 
8341-2 5.5.2 参考 参照）。 ' 

8) パーソナルコンピュータから 操作す る 場合の 静止画 表示 又は 動画 表示 は， その 内容 を 文字で も 表示 
しなければ ならない。 

b) 音 情報に 関する 要件 音 情報に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 音声 出力 を 用 レ ^ る 場合に は， 市販のへ ッ ド ホ ン 又は ィャ ホ ン で 聞 くこと がで き な ければ な ら ない。 
備考 報知 音 は， 除外す る。 

2) 音声 出力 を 用いる 場合に は， 視覚 的に 音声 出力の "入り 切り" が 確認で きなければ ならない。 

3) 音声 出力 を 用いる 場合に は， 音声 出力の 入り 切りが でき， 更に， 音量が 調整で きなければ ならない。 
参考 米国 法で は， 公共の 場所で 音声 出力 を 提供す る 場合に は， 少なく とも 65dB の レベル 以上まで 

出力 を 増幅で きる 段階 的 音量 調節 装置 を 備えて いなければ ならない と 書かれて いる。 また， 周 
囲の 騷音 レベルが 少なく とも 45 dB を 超える 場所で は， 騷 音より 少なく とも 20 dB 高い 音量 ゲイ 
ン を 利用者が 選択で き な ければ な らな いと 書かれて レ ^ る [Section 508 Electronic and Information 
Technology Accessibility Standards (CFR Part 1194). 25 (f) 参照] 。 

4) 音声 出力 を 用いる 場合に は， 音声 出力の 中断， 停止 及び 再 スター ト 操作が できなければ ならない。 

5) 注意 を 喚起す る 報知 音 を 用いる 場合に は， 日本工業規格 などに 従わなければ ならない。 
参考 正常な 操作で ない 場合に は， 製品から 何ら かの 報知 を 出す ことができる。 

C) 形状に 関する 要件 形状に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 操作に 用いる 重要な キー， 例えば， スタート キー， ストップ キーな ど は， 視覚 及び 触覚で 識別で き 
なければ ならない。 

例 テンキーの "5" は， 識別の ための 凸を 付ける （JISSOOll 参照）。 

2) 操作 部 は， 肢体 不自由な 状態 又は 操作 力 嚷慢な 状態で も 利用で きる 形状に しなければ ならない。 
d) 操作に 関する 要件 操作に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) キーに リ ピー ト 機能が ある 場合に は， リ ピー ト 機能 は， リ ピー ト を 開始す るまでの 時間 及び リ ピー 
トの 間隔 を 調節で きなければ ならない。 

参考 米国 法で は， キー リピートが 可能な 場合に は， その リピートまでの 待ち時間 を 最短で 2 秒まで 
に 調整で きなければ ならない。 キー リピート 間隔 は， 1 文字 当たり 2 秒に 調整で きなければ な 
りない と 書 力、 れて レ 、 る [Section 508 Electronic and Information Technology Accessibility Standards 
(CFR Part 1 194).23 (k) (3) 参照] 。 

2) タ ツチ パネル は， 補助 具 （義手な ど） でも 操作で きなければ ならない。 
例 義手で 使用す る ことができない 静電容量 方式 は， 用いない ようにす る。 

3) 時間 的な 制約 を 必要と しない ことが 望ま しい。 
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4) 時間 的な 制約 を 必要 と する 操作が ある 場合に は， 時間 調節が できな ければ な ら ない。 
備考 制限時間 を 超える 場合に は， 製品から 何ら かの 報知 を 行う ことができる ようにす る。 

5) 操作 中に いつでも 初期 状態 に 戻る ことができ な け れ ば ならない。 

備考 初期 状態と は， 設定 時の 取消し 又は リセット キー 操作に よって モード 移行した 結果の 状態 をい 

う。 

e) フィードバック に関する 要件 フィードバック に関する 要件 は， 次に よる。 

1) 制御 スィッチ 及び キー は， 夕 ツチ パネル を 除き， その 状態が 視覚に 加え， 触覚 又は 聴覚で も 分から 
なければ ならない。 

例 複写機 能， ファクシミリ 機能 及び スキャナ 機能の 選択 を トグルスイッチで 実現す る 場合に は， そ 
の 選択され た 機能が， 視覚 及び 触覚で 分かり， 更に， 聴覚で も 分かる。 

2) 電源 スィッチ は， その 投入 '切 断の 状態が， 視覚に 加え， 触覚 又は 聴覚で も 分からなければ ならな 

い。 

5.5 機械的な 操作 部に 関する 要件 

a) 位置に 関する 要件 位置に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 床 置き 形の 事務機器 は， 車い す を 含めた 座 位 姿勢から でも 操作で きなければ ならない。 

2) 床 置き 形の 事務機器 は， 車い す を 含めた 座 位 姿勢から 手差し を 含め， 少なくとも 一つの 給紙ト レイ 
は， 操作で きる 位置に なければ ならない。 

参考 米国 法で は， 以下の ように 床 置き 形の 事務機器の 操作 部 は， 寸法 基準 内に 位置す ると 書かれて 
いる [Section 508 Electronic and Information Technology Accessibility Standards (CFR Part 1 】 94). 25 
① 参照]。 

自立 形で， 携帯 用で なく， 設置して 使用す るよう に 設計され， 操作の 可能な コントロール 装 
置 を 備えて いる 製品 は， 次の 各項に 準拠し なければ ならない。 

― 操作 可能な コントロール 装置の 位置 は， 垂直 面 を 基準と して 決定し なければ ならない。 垂: 

直面 は， 左右 幅 1 220mm で， その 面の 中心に 操作 可能な コントロール 装置が 前述の 1 220 

mm 幅 内の 製品の 最大 突出 部に 位置す る。 
- 操作 可能な コントロール 装置が 基準 面から 奥へ 255 mm 以下の 距離に ある 場合に は， コン 

トロール 装置の 高さ は， 床 面から 最大 1 370mrn， 最低 380 mm とする。 
- 操作 可能な コントロール 装置が 基準 面から 奥へ 255 mni 以上 610 mm 以下の 距離に ある 翳 

合に は， コントロール 装置の 高さ は， 床 面から 最大し] 70mm， 最低 380 mm とする。 
- 操作 可能な コントロール 装置の 位置 は， 基準 面から 610 mm を 超えて 奥に あって はなら な 

い。 

b) 形状に 関する 要件 形状に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 操作 部の 形状 は， 容易に 識別で きなければ ならない。 

備考 操作 部位 は， 保持 部 及び 操作 方向が 容易に 識別で きる。 

2) 操作 部 は， 片手で も 操作で きる 形状で なければ ならない。 

3) 操作 部 は， 動作が 限定され た 手 又は 指 だけで も 操作で きる 形状で なければ ならない。 
C) 操作に 関する 要件 操作に 関する 要件 は， 次に よる。 

1) 操作 部 は， 片手で 操作で きなければ ならない。 

2) 操作 部 は， 動作が 限定され た 手 又は 指 だけで 操作で きなければ ならない。 

3) 利用者が 操作 部 を， 強く つかむ， つまむ， 又は 手首 をね じる 必要が なく 操作で きなければ ならない。 
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例 1. 用紙 補給のと きに 給紙ト レイ を 引出し 及び 格納す る 場合に は， 不自由な 手， 順 手 又は 逆手で も 

操作で きる。 
例 2, 給 紙 トレ ィを ボタ ン is 作で 弓 I き 出せ る 。 

4) 機器の 操作 は， 適切な 力量で 操作で きなければ ならない。 

参考 米国 法で は， 操作 力量 は， 22.2 N 以下と する と 書かれて いる [Section 508 Electronic and Information 
Technology Accessibility Standards (CFR Part 1194). 23 (k) (2) 参照] 。 

5) 押 しな 力 《ら 回 す な どの 複合 動作 を 必要 とする 操作が あって はならない。 

5.6 用語に 関する 要件 操作に 関する 用語 は， 文化， 言語の 違い， 専門知識の 有無に かかわらず 分かり 
やすい 表現 • 用語 を 用い， 必要に応じて 用語の 解説 を 提供し なければ ならない。 

例 1. 絵文字な ど 図式 的に 機能 を 表現した もの を 用いる 場合に は， 文字 表記と 併記す る。 

例 2. 文字 だけでなく アイコン も 併用す る。 

例 3. 言語の 切り替えが 簡単に できる。 

例 4. 法令， 日本工業規格， 学術用語 などが ある 場合に は， それらに 準拠した 用語 を 用いる。 

例 5. 専門用語 及び 略語 を 多用し ない。 
5.7 代替 手段 特定の 製品 機能の 操作が 困難な 場合に は， これ を 補うた めに 他の 身体 機能に よって 操作 
が 可能な 次の 代替 手段 を 提供 し な ければ な ら ない。 

a) 必要に応じて 高齢者 • 障害者 支援 技術 を 利用で きる。 

b) 代替 手段の 接続 • 切断が でき る 場合に は， 接続 • 切断の 状態が 複数の 手段で 確認で きる こ と が 望ま し 

い。 

C) パーソナルコンピュータから 事務機器 を 操作で きる 場合に は， 利用者に 必要な 操作 機能 は， キー ボー 

ド などから 操作で きる。 その場合には， スクリーン リーダな どの 支援 技術との 接続性 を 保障す る。 
5.8 操作 環境に 関する 要件 事務機器が 利用され る 環境 を 想定し， 利用者の 状況 及び 周囲の 人々 への 影 
響に 対 して 配慮 し な ければ な ら ない。 事務機器 を 利用 す る 場合に は， 利用者が 容易 に 機器へ 接近で き な け 
れ ばなら ない。 

例 1. 取扱説明書に は， 機器 を 使用す る 上で 必要と される スペース について 明記し， 設置され る 場所 
及び 周 111 に 配慮す る。 

例 2. 車い す 利用者 力 機器に アクセス できる 周辺 スペース について， 利用者が 情報 入手で きる。 
例 3. 車い す 使用者が 機器の 前で 回転で きる 直径 1 500 mm の スペース を 確保す る。 日本の [高齢者， 
身体障害者 等が 円滑に 利用で きる 特定 建築物の 建築の 促進に 関する 法律 （ハー ト ビル 法） 参照]。 
例 4. 機器の 周辺に は， 車い す 使用者の 移動の 障害と なる 段差 及び 傾斜の ない 床 面 を 確保す る。 これ 

らは， 車い す 使用者の 転倒 事故の 原因と もなる。 
例 5. 機械 前面の 下方 をへ こんだ 形状と し， 車い す 利用者が 操作 パネルへ 接近し やすくす る。 
例 6. 特に 弱視 者 又は 高齢者に とって は， 事務機器の 操作に 当たって 十分な 照度 を 必要と する。 
5.9 情報 セキュリティ に関する 要件 事務機器 を 利用す る 場合に は， 情報の セキュリティ を 確保した ァ 
クセス 可能な 操作 方法 を 提供し なければ ならない。 

なお， バイ オメ トリ クス （生体 認証） を 利用して 個人 識別 をす る 場合に は， 利用者の 特定の 身体 的な 特 
徴に 頼らない 代替の 方式 も 選択で きなければ ならない。 

例 1. 指紋， 声紋， 網膜 スキャン などの 身体 的 特長 を 利用して 認証す る 場合に は， 代替 手段と して 身 

体 的 特徴 を 利用 し な レ 人 識別 機能 も 提供す る。 
例 2. 指紋 認証， 網膜 認証， 静脈 認証な ど， 複数の 認証 方式が 選択 可能な ィ ン タフ ヱ ースを 用意す る。 
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例 3. 音声 を 利用す る 場合 は， イヤホン など を 利用で きる ようにす る。 
5.10 利用者が 行う 手入れ， 交換な どの メンテナンス に関する 要件 機器 を 継続的に 利用す るた めに 必要 
な 手入れ， 又は 補充 部品の 交換な どが 容易に できる ことが 望ましい。 

備考 床 置 き 形の 複写機な どで 利用者 による メンテナンス が 推奨 されて い な い 場合 （例 え ば 安全性 確 
保が 困難な 場合） は， 除外す る。 

例 1. 用紙の 補給 及び トナー ュニッ ト 交換な どの 作業 を 利用者が 容易に できる。 

例 2. 車い す 利用者が 用紙の 補給 を 容易に できる。 
5.11 アレルギー に関する 配慮 利用者が 操作す る 箇所に は， アレルギーの 原因と なる 素材 を 使用し ない 
ように 努める。 

例 1. 特別な 支援 機器 を 提供す る 場合 も 標準 機器と 同等の 基準で， アレルギーの 原因と なる 素材の 有 
無 を 確認す る。 

例 2. 揮発性 有機化合物 （VOC) を 発生させる 接着剤， 塗料の 使用 を 最低限に 抑え， アレルギー を 起 
こさない 配慮 設計 をす る。 

6. 企画 • 開発' 設計の 基本的 要件 情報 ァクセ シビリ ティ を 確保 '向上させる ために， 情報 ァク セシビ 
リ ティ 開発 者 は， すべての 事務機器が この 規格に 規定す る 基本的 要件 を 満たす よう 企画 • 開発 • 設計し な 
ければ ならない。 

備考 モデル チヱ ンジ した 場合に も， 既に 提供され ている 情報 ァクセ シビリ ティ 品質 を 損なって はな 
ら ない。 

例 1. 企画 • 設計 • 評価の 各 段階で 情報 ァ クセシ ピリ ティに 対する チヱ ッ クリスト を 活用す る 。 
例 2. 高齢者， 障害者への 配慮 は， 製品 企画の 段階で 目標 を 設定し， 製品 開発の 過程で 被験者 （高齢 
者， 障害者 等） 評価 を 実施し， 目標 達成で きる ように 結果 を 製品 設計に 反映させる。 
6.1 情報 ァクセ シビリ ティに 関する 情報の 公開 利用者が 事務機器 を 購入 ，利用す ると きに， 利用者の 
ニーズに 適合す る 情報 ァクセ シビリ ティ 機能 を もつ 事務機器 を 容易に 選択で きる ように， 事務機器の 提供 
者 は， 製品の 情報 ァクセ シビリ ティ 機能 に関する 情報 を 提供 しなければ ならな レ ん 

例 1. 企業の 公式 ゥヱブ サイ ト から 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティに 関する 情報 を 入手で きる。 
例 2. 業界団体の ウェブ サイ トに 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティに 関する 情報 を 掲載す る。 
例 3. 企業の 公式 ゥヱブ サイ トは， 音声 読み上げ 機能が 利用で きる。 
6.2 評価に 関する 要件 事務機器の 提供者 は， 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ を 評価し， 必要に 応じ 
て 評価の 記録 を 提示で きる 手段で 残さなければ ならない。 

参考 評価 対象の タスク 詳細に 関して は， 附属 書 1 (規定） 及び 附属 書 2 (参考） を 参照。 
6.3 利用者からの フィードバック に関する 要件 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ 開発 者 は， 利用者の 
意見 を 収集す る 窓口 を 用意し， 利用者からの 意見 を， 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティの 確保 • 向上に 活 
かす よ う に 努め な ければ な ら ない。 

例 1. 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティに 関する 顧客 満足 度 を 向上させる ための 情報 収集 手段 を もつ。 
例 2. お客様 相談 窓口 を 設け， 複数の 手段 （電話， ファクシミリ， 電子メール など） での 問合せ を受 
ける。 

例 3. ウェブ サイトに 利用者からの 意見 収集 機能 を 設け， 収集され た 情報 を 企画， 開発部 門へ 伝達す 
る 業務 ルート を 整備す る。 
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6.4 サポート に関する 要件 情報 ァクセ シビリ ティ 及び 互換 機能の 説明 情報 を， 利用者に 適切な 手段で 
提供し なければ ならない。 また， サポート 窓口 を 用意し， 利用者に 適切な 手段で 知らせる とともに， その 
窓口に は， 利用者が 複数の 手段で アクセス でき， 障害の ある 利用者と コ ミ ュニ ケーシ ヨンが 取れる よう に 

配慮す る。 

例 1. サポート を 行う 場合の コミュニケーション 手段と して は， 電話 だけでなく， ファクシミリ， 電 

子 メールな どの 手段 も 提供す る。 
例 2. 取扱説明書 は， 高齢者に も 読みやすい 大きな 文字 を 用いた もの を 提供す る。 また， 電子 媒体で 

も 提供で きる ようにす る。 
例 3. 視覚に 障害の ある 利用者に は， 音声 読み上げ ソフトで 認識で きる 電子 文書 を 用意す る。 
例 4. 製品の ァクセ シビリ ティ 情報 は， 関係す る 販売店， 情報 サービス 企業 及び 支援者に も 提供す る。 



：^^作権法に よ り 無断での 複製， 転 嘿零は 禁止され て おります。 
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附属 書 1 (規定） 基本 機能 及び 操作 範囲 



1. 適用 範囲 この 附属 書 は， 基本 機能 及び 操作 範囲の 詳細 事項に ついて 規定す る。 

2. 基本 機能 及び 操作 範囲 機器 を 操作 するとき の 標準 的な 操作の 範囲 を 基本 作範 匪と し， その タスク 
範囲 を 規定す る。 基本 操作と は， 事務機器が 提供す る 主たる 機能で， 製品 カテゴリーに 共通す る 機能の 操 
作に かかわる 範囲で， 付帯的な 機能の 操作に かかわる 範囲で ない もの。 対象 製品 は， 事務機器 分野の オフ 
イス 用 複写機， 複合 機 及び ページ プリンタ を 対象と する。 . 

- 事務機器の 基本 機能 は， 複写機 能 （原稿 を 複写で きる。） （附属 書 1 表 1 参照)， ファクシミリ 機能 （原 
稿 を 送受信で きる。） （附属 書 1 表 2 參 照)， プリント 機能 （原稿 を プリント できる。） （附属 書 1 表 3 
参照）， スキャナ 機能 （原稿 を 読取り 保存で きる。） （附属 書 1 表 4 参照） とする。 

- 事務機器の 基本 機能 は， 本体 4.2 で 示された 利用者が 操作で きなければ ならない。 また， 本体 4.3 の 場 
合 も 利用者が 操作で き るよう に 配慮し なければ ならない。 



附属 書 1 表 1 複写機 能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 （1) 






準備 


a) 原稿 セ ッ ト 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 （ADF) 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


原稿 を 原稿 台 ガラスに 置く。 


原稿 セッ ト 位置 を 確認す る。 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
(ADF) 卜 レイ 


原稿 を 自 動 原稿 送 り 装置に 置く。 


原稿 セッ ト ガイ ドを 操作す る。 


原稿 位置 を 確認す る。 


ジョブ 設定 


a) 機能 選択 


複写機 能 ( 2 ) を 選択す る。 


b) 設定 


キ 一入 力 に よ つて 枚数 を 設定す る 。 


作動 


a) 起動 


(コピー） スタート キー を 押す。 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


原稿 を 原稿 台 ガラス か ら 回収す る 。 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
(ADF) 排紙ト レイ 


原稿 を 自動 原稿 送 り 装置から 回収す る 。 


b) コピー 回収 


複写 済み 用紙 を 取り出す。 



注 (1) 上記の 基本 操作 範囲に かかわる 操作 部への 接近 を 妨げる バリアが あって はならない。 また， 操作 部 
の 位置が 分からなければ な ら ない。 さらに， キーな どの 操作 機能が 識別で きなければ ならない。 
( 2 ) 複合 機で 複合 機能 を もつ 場合に は， 利用者 力 对幾能 を 選択で きなければ ならない。 
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附属 書 1 表 2 ファクシミリ 機能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 (1) 






準備 


a) 原稿 セ ッ ト 




ガラス 面 


自動 1¥、 榀达り 装置 又は 原 te (台） 力 ハー を 開ける。 


FFT ぶさ 广 や IPV ぶ!^ ゾゝ ム や—. -7 》 , / 

原稿 を fete 台 力 フスに 慮く 。 


原 te セッ ト 直 を {き ぶ ti する。 


《[' r?qr 1： さ、 や h >1 1- wirv は r マ 4^ さ / プ 、ヽ ふ、、、 ― kji i ^ プ 

自馬カ原稿：!^ り 装11.又は原稿 （台） カハ一 めな。 


2) 自動 feife 送り 装置 

1> 1 ノノ 
r レづ 


を 自 動 fefe 达 り 装置に 直 く 。 


に| てに XtV ， 1 レ、 ノ 1 、、 や トロ //に —3-* プ 

禍セ ッ トカづ 卜 ^ J 架 作す <t) 。 


M m 化 直 ^ m m f る 。 


ジ ョ ブ 設定 


a) 偶 能 選択 


ファ クン ニリ 機能 ビ） を m 択す る。 


b) 設定 


キ一 入力に よって 送 fe 先^ 指疋 する。 


作動 


a) 起動 


(ファクシミリ 送信） スター トキ一 を 押す。 


b) 送信 


送信 結果 を 確認す る。 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


原稿 を 原稿 台ガ ラスから 回収す る 。 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
排紙卜 レイ 


原稿 を 自 動 原稿 送 り 装置 か ら 回収す る 。 


b) 受信 ( 3 ) 





注 ( 3 ) 受信 は， 自動 受信に よる。 



附属 書 1 表 3 プリント 機能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 (1) 






準！; IIJ 


a) 用紙 補給 

給紙ト レイ 又は 給 紙 
カセット 


用紙 補給 操作 


給紙ト レイ 又は 給 紙 カセッ トを 引き出す。 


用紙 をセッ 卜する。 


給 紙 ト レ ィ 又は 給 紙 力 セ ッ 卜 を 格納す る 。 


ジョブ 設定 


a) ドライバ 起動 


クライアント （パーソナルコンピュータ） 側の 操作 及び ドラ 

ィバ (4) を 起動す る。 


b) 設定 


枚数 を 設定す る。 


作動 


a) 起動 


パーソナルコンピュータから タスク 実行 キー を 押下す る。 


終了 


a) 排紙ト レイ 


印刷 済み 用紙 を 取り出す。 



注 ( 4 ) OS に 依存す る もの は， 除外す る。 



^作 桶 法に よ り 無断での m: 製， 転載 等 は禁. ||:： されて おり ます。 
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附属 書 1 表 4 スキャナ 機能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 ('） 






準備 


a) 原稿 セット 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


原稿 を 原稿 台 ガラスに 置く。 


原稿 セッ ト 位置 を 確認す る。 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
ト レイ 


原稿 を 自動 原稿 送 り 装置に 置 く 。 


原稿 セッ ト ガイ ドを 操作す る。 


原稿 位置 を 確認す る。 


ジョブ 設定 


a) 機能 選択 


スキャナ 機能 ( 2 ) を 選択す る。 


作動 


a) 起動 


(スキャナ） スタート キー を 押す。 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


原稿 を 原稿 台ガ ラスから 回収す る 。 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
(ADF) 排紙ト レイ 


原稿 を 自 動 原稿 送 り 装置 か ら 回収す る 。 



備考 1. 表 は， 標準 的な モデル を 提示 した も ので あ り , 機器に よって は, 機能の 組合せ 及び 具体的な 操作 

方法が 異なる 場合 も ある。 

2. ページ プリン 夕 単体の 場合に は， 電源の 投入 • 切断が できなければ ならない。 



作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 零 は 禁止され ております。 
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附属 書 2 (参考） 拡張 機能 及び 操作 範囲 



この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

事務機器 を 操作す る 際の 拡張 機能の 範囲と その タスク 範囲 を 示す。 拡張 範囲 は， 機器 固有の 仕様で ある 
ため， 達成 目標と して 推奨 事例 を 提示す る。 

なお， 附属 書 2 表 1 〜附属 書 2 表 4 の 網 かけ 箇所 は， 附属 書 1 と 共通 （基本 操作 範囲） である こと を 示 

す。 



附属 書 2 表 1 複写機 能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 （'） 






準備 


a) 電源 管理 


電源を入れる。 


b) 用紙 補給 

給 紙 ト レイ 又は 給 紙 
カセッ ト 


用紙 補給 操作 


C) 原稿 セ ッ ト 




1) ガラス 面 


自前 ま： 稿 送: り 喪 置 50 ま: 康 幅〉 (台):: まノゃ を 開: け:;^::::::: に^ 


::: 讓猶 i 菌. 種蠻： 舊 i 画 画寵應 讓國薩 i^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^ 


原稿 セッ 卜 位: /(を 確認す る。 


自動 原稿 送りお に K は 原稿 （台） カバー を 閉める。 


2) ま 1 動 原稿 送り 装置 
卜 レイ 


原 f;','i を r ぼ 源 送り 装に,: に 匿く。 


： 飄瑪麵 薩薩纖 謹 薩謹議 隨讀麵 謹::.;:: 震:::::: に^^^^^^^^^^^^^^ 


瞧; 儀 囊薩舰 直チ: 議讀 圏隱議 顏讓匪 匪扁醫 ^^^^^^^^^ 


ジョブ 設定 


a) 機能 選択 


： 遽應瘦 龍醒囊 議瞻麵 i:。::」.:::;.;:::::::.:: 二^^ 


b) 設定 


ノ#麵 編 画 fe: 翁 ぼ::: で: 枚数: を 設定 衝 る:。;」:; 丫聽^ 


c) 応用 機能 


濃度， 用紙 サイズ， 拡大 • 縮小， ス テーブル， ソート 及び 闽 
面 ( 6 ) を 設定す る。 


設定 を 確認す る。 


作動 


a) 起動 


漏 鎖 麵:: 麵 纖變ト ま::一 を 箱 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


自動 原稿 送り 装置 又は 原稿 （台） カバー を 開ける。 


た 愿匿を 爾舊台 ガ ，麵 ま: 舊 隱涯靈 達き: 纖固 議議: 誦匪議 霧 


自動 原稿 透り！ ^にば は 疆猜猶 ); 力: パ £を蘭 める に 


2) 自動 原稿 送り 装置 
排紙ト レイ 


s ミ稿を g 動 魔 送 り 置から 回収す る。 


b) コピー 回収 


：: 權層; 職 請 用 纖ま謹 翻 ii 權: 


C) 電源 管理 


電源を切る。 



注 ( 5 ) 複写機 能 及び ファ クシ ミ リ 機能の 給紙ト レイ 又は 給 紙 カセッ トを 用いる 用紙 補給の 操作に 関して は， 
プリ ン ト 機能に 準じる。 

(6) 初期設定 (デフォルト) で 設定で き る 両面 複写機 能 を 用いても よい。 



^作 桶 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 2 表 2 ファクシミリ 機能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 






準備 


a) 用紙 補給 

給紙ト レイ 又は 給 紙 
カセット 


用紙 補給 操作 （5) 


b) 原稿 セ ッ ト 




1) ガラス 面 


"：自觔 賴稿送 り 装 乂ほ 原稿 (§); 「力お 二 を 開ける。: 


，稿 iis 稿 台 ガラスに 置く。 


mm y ト位諷 を «M する。 


有動愿 が) iiiNT 乂は 原稿 (台)， バ-を 閉める C 


2) 自動 原稿 送り 装置 
ト レイ 


嚷? H を な 通り 装置に E 錄; 


圆(1^^セッ誦ぎ:，霞藝操種:，薦謹謹1^ 


f ケ [？！を灘: ^儀讓讓顏濯画漏：謹 


ジョブ 設定 


a) 機能 選択 


フ: 醫 i::: 二:: 


b) 設定 


^ ぶ麵き ぉ:,^ 議 餺**«定 手; 《>V リ 


短縮 ダイヤル を 入力す る。 


作動 


a) 起動 


画 1 爵ァ凝 画 廳讓顯 通 鐘 纏 匿 ト擁画 讓麵顏 漏:;:；::：^^^^ 


b) 送信 


1 謹隱髮 Si を 靈惠達 瞧議: ：: 謹:: 劃 讀謹麵 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


意 動 減 稿 送り， はり" 歸 (台) ガ バー を 開ける。 


蔬稿 を： K.!Mr 藝 ス かも: 回収， i. お:::：： に :• ： 


自#^ 稿 送り 装に f 乂 は!); (M (台) カバら を瞎 める。 


2) 自動 原稿 送り 装置 
排紙ト レイ 


漏.": (や 直 讀讓餘 V レ 嚼纖画 簾薩難 謂^^ 


b) 受信 ( 3 ) 




附属 書 2 表 3 プリント 機能 


タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 ('） 






準備 


a) 電源 管理 


電源を入れる。 


b) 用紙 補給 

給紙ト レイ 又は 給 紙 
カセット 


；； 義麵 議籠囊 懷睡鬆 匪議顏 画: 寶:: 


画 囊瞧議 ¥ 寶: ほ 鐘 麵腦画 瞧瞧賽 引 き滅 葉: 羅^^^ 


：: 用: 纏 画 画 画 f ，る 議^^^^^^^^^^^^^^^^^ 


：: 給 紙お き ィ:: まま B 紙 カセ: ッ:: 1^: を鍵納 する:。:::： 


ジョブ 設定 


a) ドライバ 起動 


：: タラ ネア M ぉ乂 パー ソナ ノレ まま 

1 編 ノ 《 (*) を 起 纖讀薩 經:; 纖議鍾 翻: 譲:^^^^^^^^^^^^^ 


b) 設定 


• 戴麵を R^l 望 纏:;:：. 鍾議 議菌顯 ：;^^^^^^ 


c) 応用 機能 


ス テーブル， ソートな ど を 設定す る。 


作動 


a) 起動 ， 




終了 


a) 排紙ト レイ 


f:W 纖國議 雄 纏 を 纖翻謹 麵画画 顯:: '：：：^^^^^^^^^ 


b) 電源 管理 


電源を切る。 



^作 権 法に より 無断での i{ 製， 転載 尋は 禁止され ております。 
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附属 書 2 表 4 スキャナ 機能 



タスク 


操作 


操作 タスク 


接近 （1) 






準備 


a) 電源 管 現 


電源を入れる。 


b) 原稿 セ ッ ト 




ガラス 節 


衡 醒議讀 蒙お 環 i 應漏膽 画 國滅画 麵纖羅 漏^^^^ 


i 滅纖 S 篇權 i 謹 暴 11 麗篇 


ゆ: 議 薩画删 賺議議 i 纏 灘薩裏 霧:: 薩國^ 


ぼ 送りお 續ま菌 稿 (台) まバ一 を師め も。 ん 


2) 自動 原稿 送り 装置 
卜 レイ 


|趣 棚 を 自動 原 漢.. り.. に 纏: 霞 i 酵議魏 謂^^^^^^ 


セ ッ ト ガイド を まま: る :0:リ「:： 「に:;::;: に;：. に 


：: 攝纖 望き t を ffi' ぶ.: 直: る に： ゾ^^^^ 


ジョブ 設定 


a) 機能 選択 


圖議 It 儀 艇.. ( 2 纖蓮纏 謹 画調::::::: 画 画 議觀珊 


b) ドライバ 起動 


クライアント （パーソナルコンピュータ）， 本体 側の 操作 及び 
ドライバ を 起動す る。 


C) 応用 機能 


送信 設定す る。 


作動 


a) 起動 


パーソナルコンピュータから タスク 実行 キー を 押下す る。 


終了 


a) 原稿 回収 




1) ガラス 面 


1應 濯 1.、,., 〜"〜…胃... 隱 i 議薩蒙 鎌 


： 薩醜を に： 薩 襲議聰 謹^^^^ 


::n#'i;if^m り , ま 原稿 誦) カノ々 一 襲 閉めさ b ： 


2) 自動 原稿 送り 装置 
排紙ト レイ 


麵嚷 着 i 漏 j 而 きり^に (環續 函觀懂 1 画 酵謹議 


b) 電源 管理 


電源を切る。 



備考 表 は， 標準 的な モデル を 提示した もので あり， 機器に よって は， 具体的な 操作 方法が 異なる 場合 も あ 

る。 



関連 規格 JISS()024 高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 - 住宅 設備 機器 

JTS X 8341-2 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信に お ける 機器， ソフト ゥュ ァ 及び サー 
ビス 一 第 2 部： 情報処理 装置 

JIS Z 8071 高齢者 及び 障害の ある 人々 の ニーズに 対応 し た 規格 作成 配慮 指針 
资ぜ 文献 Section 508 Electronic and Information Technology Accessibility Standards (CFR Part 1 1 94) 

高齢者， 身体障害者 等が 円滑に 利用で きる 特定 建築物の 建築の 促進に 関する 法律 （ハート ビル 

法） 



著作権法 に よ り 無断での 饭»、 等 は 禁止 されて おります。 
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JISX 8341-5： 2006 

高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 
情報通信 における 機器， ソフトウェア 及び サービス 一 

第 5 部： 事務機器 
解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願い します。 

1. 制定の 趣旨 主に 高齢者， 障害の ある 人々 及び 一時的な 障害 （そのような 不自由な 状態） の ある 人々 
力ま， オフィス 用の 事務機器 を 利用す る 際の 情報 ァクセ シビリ ティ を 向上させる ための 指針と して 作成した 
ものである。 

2. 制定の 経緯 人々 が 情報 を 利用す る 際にこう むる デジタル デバ イド （情報 格差） を 解消し， 今日の 情 
報 社会の 恩恵 を 誰も が 享受で きる ように， 情報通信 機器の 情報 ァ クセシ ピリ ティ を 向上させる 標準化が 世 
界 的な 規模で 進行して いる。 

国際 標準化で は， 日本から 提案した JIS X 8341-1 (高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 における 
機器， ソフト ゥヱァ 及び サービス一 第 1 部： 共通 指針） を ベースと した 規格 案 を， ISOTC 159 へ 提案して 
国際 標準化 活動が 行われて いる。 また， 米国で は， リハビリテーション 法 508 条 標準の 改定 を 計画して い 
る。 

欧州で は， ISO/IEC GUIDE 71 を CEN/CENELEC GUIDE 6 として 採択し， 欧州委員会 指令に よって 情 
報 ァクセ シ ピリ ティ の 標準化 を 進めて いる 。 

日本で は， 情報 ァクセ シビリ ティの 体系的な 標準化が 行われて おり， 体系 は， 3 階層で 構成され ている。 
その 第 1 階層 は， 規格 作成に 用いる JISZ 8071 (GUIDE 71 の 翻訳 版） （高齢者 及び 障害の ある 人々 の ニー 
ズに 対応した 規格 作成 配慮 指針） で， その 下位の 第 2 階層で は， 情報 セクタ 一指 針に 相当す る J1SX 8341-1 
が 平成 16 年 5 月 に 公示 されて いる。 

共通 指針の 下位 規格に 具体的な 製品 分野 別の 個別 指針が あり， 事務機器 分野で は， 社団法人 ビジネス 機 
械* 情報 システム 産業 協会 （JBM1A) において， 1999 年 以来， 米国 リハビリテーション 法 508 条 対策 を 推 
進して きた 経験から, 事務機器 を 対象と する ガイ ド "雇 IATR-4" を 提供し， 更に 対策 実績 を 盛り込んだ 
"ァ クセシ ピリ ティ • デザイン ガイドライン" を 2002 年に 提供して きた。 

その 業界 指針 版と して， ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協会 規格 "JBMS-73 高齢者 • 障害者 等 配慮 
設計 指針— 複写機 • 複合 機 及び ページ プリンタ" を 制定して おり， その JBMS-73 を ベースに 事務機器の 情 
報 ァクセ シビリ ティ 指針 JISX 8341-5 (高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 一 情報通信 における 機器， ソフ ト 
ウェア 及び サービス— 第 5 部： 事務機器） を 作成した。 

解 1 

： お 作 権 法に より 無断での «»， 等 は蘧 |1:： されて おります。 
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3. 審議 中に 問題と なった 事項 事務機器の 複写機， 複合 機 は， 世界中に 販売され て 普及して いる グロ 一 
バル 商品で あるた め， 輸出 先に 口一 カルな 情報 ァクセ シビリ ティ 基準が 存在す る 場合に は， それら とこの 
規格との 整合 を 考慮す る 必要が ある。 このような ローカルな 基準に 対する 準拠 程度 を 評価 • 判定に 資する 
手段との 整合 も 必要で ある。 

製品 開発 時に 情報 ァクセ シビリ ティ 基準へ 準拠させる 要求 仕様 を 作成す る ときに， 基準で 達成 レベルが 
明確に 示されて いない 場合に は， どの レベルまで 基準に 準拠した 仕様に すれば よいの だろうかと いう 達成 
レベルの あいまい （曖昧） さが 問題と なる。 

そこで， 規格に 明確な 達成 レベルの 基準 を 規定しょう として， 安易に 多くの 定量 的な 基準 を 採用した 場 
合 は， 定量 的な 基準に 含まれない 情報 弱者 を 排他的に 扱う ことになる。 また， 人の 多様な 属性 及び 個人の 
障害 機能 という 工学 的に 扱いに く い 要件 を 含む 情報 ァ クセシ ピリ ティ 基準の 要求 を 量産 製品で 実現 しなけ 
れ ばな らな いという 困難な 課題が あ る 。 

そのために， 明確に 達成 レベル を 規定で きない 要件 を 含む 情報 ァクセ シビリ ティ 基準へ， 量産 製品 を最 
大限 準拠 可能と する ために， 基準 達成 を 支援す る ツール を 整備す る 必要が ある。 

支援 ツールの 一つ は， この 規格に 準拠 させた 商品の 準拠 程度 を 把握で きる 評価基準 である 力、 評価基準 
の 作成 は， 次の 段階の 課題と した。 さらに， 企業が 規格に 準拠 させた 商品の 適合 情報 を 公開 するとき に， 
企業 独自の 判断基準 による 規格への 準拠， 適合 レベルの ばらつき をな くす ために， 適合の レベル 合わせに 
用 レ 3 る 標準 的な 情報 提供 手段 も 欠かせ ない。 

3.1 各 要件に 対する 規格の 必す （須） 及び 推奨に 関して 要件 を 規定す る 際の 要求 レベルに ついて 議論 
した。 4.2 (基本的 要件） は， 必す である 力、 この 要求の すべて を 達成した 商品の 実現 は， 事実上 困難で あ 
るので， 各 要件 を 組み合わせて 用いても よいと した。 

4.3 (推奨 要件） は， 主に 認知に かかわる 達成 レベル を 判定で きる 評価 手段の 標準化が 産業界で 確立され 
ていない ため， 自主的な 目標 設定に よって 要件の 達成 を 求める ことにな つた。 また， 必ず 要件と 推奨 要件 
との 使い分け は， 事務機器 を 利用で きない 利用者 をな く すため の 必ず 機能 を "〜について 配慮し なければ 
ならない： 必す （須） 要件" とし， 事務機器 を 利用し やすくす る 要件 及び 技術的な 課題の ある 要件 を "〜 
について 配慮す る ことが 望ま しい ： 推奨 要件" という 表現と する ことにな つた。 

参考 規格の 各 要件に 示す "備考" は， 規格の 一部 を 構成す る。 "参考" は， 規格で はなく 規格に 関連 
し た 参考 情報で あ り ， "例" も ， 規格の 解決 方法の 事例 と し て 列記 した も ので あ り 規格で は ない。 
また， 解説 も 規格に は 含まれない。 
3.2 音声に 関して 事務機器で 情報 利用 及び 操作 を 行う 場合， 入力 手段と して 音声 （発話） 認識 を 用い 
て 操作 を 行 う ユーザー インタフェースが 考えられる。 しかし 発話が 困難な 利用 者 も 操作で きる キー な ど の 
代替 手段 を 提供す る 必要が あるた め， 4.2 (基本的 要件） では， C) 発話 （音声言語） が 困難で あっても 操作 
又は 利用で きる。 とした。 また， 発話の 意味に は， "手話に よる 発話" も ある 力ち この 規格で は， "発生 言 
語" による 発話 を 対象と する。 

TY 声 出力に 関して は， この 規格が 対象と する 機器 は， 音声 情報 を 扱う もので はなく， イメージ データ （画 
像 情報） を 扱う 情報機器 であり， 音声 は， 主に 操作 を 支援す る 代替 手段に 用いて いる。 
3.3 車い す （椅子） を 使用す る 利用者に 関して 車い す を 使用す る 場合， 下肢 障害 は あるが 体 を 回転 さ 
せる ことができる 利用者 は， 事務機器へ 横付けして 使用す る ことができる。 しかし， けいつい （頸椎） 損 
傷な ど に よ つて 体 を 回転で き な レ 4IJ 用 者に は， 機器へ 正面 か ら 接近 して 操作で き る 正面 操作 手段 を 提供す 
る 必要が ある。 例えば， 

a) 本体 横な どに 立 面 型の オプション 操作 ュニッ トを 取り付けて 正面から 操作で きる ようにす る。 
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b) パーソナルコンピュータ を 用いる 4.2g) 例 8. の "機器の 操作 は， 本体の 操作 パネル 以外に， リモート 

コ ン トロール 装置から も 指示が でき る。" ようにす る。 
C) 4.2g) 例 3. の "車い す 利用者の ために 操作 部 及び スキャナ 部 を 用紙 出力 （印刷） 部から 分離して 机上 

に 設置す る。" 

d) 4.2 g) 例 4. の "机の 上に おいて 使用され る 事務機器 は， 床上 700 mm の 机に 置かれた 状態で， 視 認可 
能で 手の 届 く 範囲に 操作 部 を 設ける。" などが あり， このよう な 各種の 操作 手段の 中から ォプシ ヨン を 
含め 最適な もの を， 利用者の ニーズに 応じて 提供で きる よう にす る。 

4. 適用 範囲 事務機器 は， オフィス 用の 複写機， 複合 機 及び ページ プリンタ を 対象と する。 

a) 複合 機と は， 複写機に スキャナ 機能， プリンタ 機能， ファクシミリ 機能な ど を 付加した 機器。 また， 

プリ ン 夕に 複写機 機能 を もたせた もの も 複合 機の 範 H に 含める [複写機 機能 を もっと は， 市場に て 付 
加 機器 （オプション） などの 付加に よって， その 機能 を もつ もの も 含める。 さらに， 拡張 機能 付 複写 

機 も 複合 機の 範 ちゅう （疇） に 含む。]。 JIS X 6910 (事務機器 一 複写機 • 複合 機の 仕様書 様式 及び そ 

の 関連 試験 方法） による。 

b) この 規格で は， 事務機器 をより 多くの 使用者が 利用で きる ようにす るた め， 達成すべき 情報 ァク セシ 
ピリ ティ 機能に 関する 要件 を 規定して いる。 

1) この 規格で 規定す る 事務機器の 基本 機能 は， 1. 複写機 能 （原稿 を 複写で きる。）， 2. ファクシミリ 機 
肯 g (原稿 を 送受信で きる。）， 3. プリント 機能 （原稿 を プリントで きる。）， 4. スキャナ 機能 （原稿 を 
読取り 保存で きる。） の 4 種類の 機能で ある [附属 書 1 (規定） による。]。 

2) 事務機器の 基本 機能 は， この 規格の 要件 を 満たさなければ ならない， ただし， 新 機能 及び 拡張 機能 
について は， 推奨と する。 

複合 機の 新 機能 （拡張 機能） カ诎 現した 後， 市場で 受け入れられて 普及し， ほとんどの 製品に 搭 
載され るよう になれば， それ は， 複合 機の 基本 機能と して 対象になる 可能性が ある。 

この 考え方に よって， 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ は， 新製品 （新 機能 及び 技術革新 による） 
提供の 妨げと はならず， 新しく 登場した 有用な 機能が 普及した 場合に は， 情報 ァクセ シビリ ティ を 
必す とする ことによって 段階 的に 高機能 化 を 進める ことができる ため， 多く の 利用者が 新製品の 有 
用 な 機能 を 利用 できるようになる。 

現在， 事務機器 業界 は， 独創的な 新製品 競争 を 行って おり， このような 状況 下で 情報 ァク セシビ 
リ ティ を 向上させる 目的で， この 指針 は 作られて いる。 

3) 複合 機 は， 機種に よって b)l) の 事務機器の 基本 機能し〜 4. の 一部の 機能 を もたない 場合 又は 独自の 
方式 を もつ 仕様の 機器 も あるた め， 複合 機 は， 最低 二つ 以上の 機能 を もち， この 規格に 準拠で きる 
もの を 対象と する。 また， 複数の 機能 は， 使用者が 任意に 選択す る ことができ， 視力に 頼れない 利 
用 者に も 機能 を 選択で きる よ う に 配慮す る。 

単体の 機能 を もつ 製品の 場合に は， 事務機器の 基本 機能 を 適用す る。 

5. 規定 項目の 内容 この 規格 は， JISZ8071 と J1SX8341-1 との 整合と， 情報通信 機器の 範 ちゅう « 力;） 

にある 複写機， 複合 機の 情報 ァクセ シビリ ティの 国際 整合 を 考慮して， 米国 リハビリテーション 法 508 条 
ァクセ シビリ ティ 標準 （Electronic and Information Technology Accessibility Standards, CFR Part 1 194.25 Self 
contained, closed products) との 実効 的な 整合 を 行って いる。 

なお， リハビリテーション 法 508 条ァ クセシ ピリ ティ 標準の 対象に は， 複写機が 含まれる が， 1998 年の 

解 3 

^作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され て おります。 



20 

X 8341-5 ： 2006 解説 

改正 時には， 将来， 複合 機が 普及して 事務機器の 主力 商品の 位置 を 占める ことが 想定で きなかった ようで， 
複合 機の 扱いが あいまい （曖昧） になって いる。 そのような 点 を 考慮して， この 規格で は， 複合 機 を 主な 
対象と して 取り上げた。 

6. 懸案 事項 懸念 事項 を 次に 示す。 

a) 事務機器 では， ファクシミリ などの 通信 機能， ネットワーク を 利用す る プリント 機能な ど を もつ 複合 
機 は， 世界 市場で 日本 企業が 大半 を 占めて いる。 さらに， 複合 機 は， オフィスの 電子化に 寄与す る 情 
報 通信 機器と して 普及す る とともに， 市場 競争に よって 新しい 有用な 機能 カ喂 供され ている。 

このような 複合 機に 代表され る 事務機器 では， 規格で 現状の ユーザー ィ ンタ フェース を 前提に 詳細 
に 規定す るので はなく， 技術革新 によって ユーザー イン タフ ヱース が 進化 し た 場合 に も， 指針 として 
利用 可能で あり， 更に 創意 工夫 を 牽引す る 柔軟な 指針で ある ことが 望まれて いる。 

b) 製品 分野 別の 具体的な 指針 を 利用し やすくす るに は， 達成 目標 を 明確に できる 数値 基準に よる 定量 的 
な 規格と する 選択が ある。 しかし， 当該 情報 ァクセ シビリ ティ 指針 は， 多様な 身体 的な 特性 を もつ 障 
害の ある 利用者 （そのような 状態に ある 利用者） を 対象と している ため， 安易に 数値 基準に よって 定 
M 化する こと は， 規格 本来の 重要な 対象 利用者 を 排除す るお それが 生じる ことにな り， 情報 弱者 を 救 
済す る 目的から 外れた 規格と なる。 

そこで， この 規格で は， 次の ような 構成で 事務機器の 総合的な 情報 ァクセ シビリ ティの 達成 を 目指 
す。 ' 

1) 必要と する ァクセ シビリ ティ 機能 及び それに 準じる 効果の ある "機能 要素， 定性 的 要件"。 

2) 設計 時の 仕様 を 策定 するとき に 役立つ 参考と なる "数値 情報"。 

3) 上記 要素 を 包含す る 仕様 を 備えた 事務機器 を， 障害の ある 利用者が 利用 するとき の 機器の 能力 を 評 
価す るた めに 用いる， 事務機器 を 利用して 行う 情報 （アクセス） 行動の タスク。 

7. その他 

a) 支援 ツール この 規格で は， 事務機器の 情報 ァクセ シビリ ティ を 達成す るた めに 必要な 要件 "機能 要 
素 • 定性 的 要件 • 数値 情報" を 規定して いる 力、 この 規定 だけで は， 製品 開発 及び 商品 化に は 多くの 
プロセス を 要す。 

そこで， 規格へ 準拠した 製品 を 効率よ く 開発し 商品 化で きる ように， この 規格に 準拠 させた 商品の 
達成 レベル を 把握す る ための 手段 及び 企業が 規格に 準拠 し た 商品の 適合 情報 を 公開す る 場合に 用いる 
標準 的な 手段と して， 次の 業界 規格の 作成 を 計画して いる。 

1) 基本 機能 及び 操作 範囲で 規定され た 基本 操作の タスク を 評価す る "評価基準 JBMS- XX"。 

2) 評価 結果に 基づいた 適合 情報 を 公開す るた めの" 事務機器 情報 ァクセ シビリ ティ テンプレート 
JBMS-XX"。 

この テン プレー ト で 採用す る 評価 レベル は， 現在 米国で 企業が 商品の リハビ リ テーシ ョ ン法 508 

条 標準の 適合 情報 を 公開 するとき に 用いて いる 実績の ある "vp/vr" (') を 参考に する 予定。 

b) 5,4 操作 表示 部に 関する 要件 5.4 b) 5) の 参考資料 として， 事務機器の 報知 音 は， JBMS-71 事務 機 
器 一報 知 音で 規定して いる。 

C) 5.5 機械的な 操作 部に 関する 要件 5.5 a) 2) の 参考資料 として， 日本人の 基準に ついては， JBMIA 
TR- 7(2)， TR_8 が ある。 
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d) 用語に 関する 要件 參考 資料と して， 業界 用語に ついては， JBMIATR-5 事務機器 用語， UI( 3 ) 用語 ガ 
ィ ドラ インカ 《ある。 

注 (リ VPAT Voluntary Product Accessibility Template ( 自 主 的 製品 ァクセ シビリ ティ テンプレート） 
C) TR Technical Report (標準 報告書） 
(3) UI ユーザー インタフェース 

8. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JBMIA ァクセ シビリ ティ JIS 原案 作成 委員会 構成 表 



JBMIA ァクセ シビリ ティ J1S 原案 作成 分科会 構成 表 

氏名 所 

キャノン 株式会社 
富士 ゼロックス 株式会社 
富士 ゼロックス 株式会社 
株式会社 リ コー 
株式会社 リコー 
ブ ラザー 工業 株式会社 
京 セラ ミタ 株式会社 

コニカ ミ ノル 夕 テクノロジー センター 株式会社 
東芝 テック 株式会社 
東芝 テック 株式会社 
キャノン 株式会社 
キ ヤノ ン 株式会社 
キ ヤノ ン 株式会社 
シャープ 株式会社 
シャープ 株式会社 
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(関係者) 
(事務局) 



氏名 所属 



太 


田 




茂 


川 崎 医療 福祉 大学 


門 


田 


利 


彦 


キ ヤノ ン 株式会社 




1 日 


秀 


敬 


経済 産業 省 商務 情き K 政策 局 


佐 


藤 


千代 治 


財団法人 日本規格協会 


高 


木 




庸 


跡 見学 園 女子大学 


岡 


本 




明 


筑波 技術 大学 


北 


島 


信 


夫 


財団法人 川 崎巿新 都心 町づく り 財団 


森 


川 


美 


和 


財団法人 共用 品 推進機 構 


安 


藤 


倉 


子 


社団法人 東京都 老人 ク ラ ブ 連合会 


加 美 山 


慎 




キ ヤノ ン 株式会社 




田 




朗 


富士 ゼロックス 株式会社 


酒 


井 


英 


ま 


株式会社 リ コー 


小 


江 


啓 


司 


コニカ ミノルタ テクノロジー センター 株式会社 


勝 


亦 


眞 


人 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


銭 




祥 


m 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 ' 


小 


林 


繁 


雄 


社団法人 ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協会 



備考 〇 印 は， 分科会 委員 を 示す。 



彦朗 ニ裕典 一彦 司聡ー 一明 通 良 貴 

利剛良 貴 英洋俊 啓 敬 慎裕利 泰 江 

田 田 部. 口 井山 部 江 森 塚 山 木 野 川 田 

美 々 

門 串 渡 水 酒 内 渡 小 横 鷲 加 佐 南 黒 福 



査 員 

主 委 



〇 



^ ) ) 

員 事 員 

委 幹 委 



〇 〇 〇 
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中 村 治 二 松下電器 産業 株式会社 
(事務局） 小 林繁雄 社団法人 ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協会 

(文責 門 田 利彦) 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 規格 開発部 標準 課 [FAX(03)3405-5M1 TEL(03)5770-1571] へ ご 速 

絡く ださい。 

★JIS 規 1^5?; の 止 はが 行され た】 お n: お 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月 filf^ "feS 準 化 ジャーナル" に， 11： • ぶの 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火 翻 日に， "日経 産業 新閎" 及び "日刊 工業 新閒" の J1S 発行の 広告欄 

で， 正解 票が 発行 さ れた J1S 番号 及び の 名称 を お知らせい たします。 

なお， 当 協会の J は 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 狭 票が 発行され た ％ 合， 自動的 

にお 送り いたします。 
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